
提出書類は、①の閲覧用と②の非閲覧用を分けてつづり、それぞれ３部（通常、合計６部）を提出してください。 　③の確認資料はつづらず１部だけ提示してください（確認のみで提出不要）。
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要領
変更

記載
要領
変更

修正

1 商号（法人） ○ ○ ○ ○ ○

2 名称（個人） ○ ○ ○

3 営業所の所在地 ○ ○ ○ △*6 ○

4 従たる営業所の名称 ○ ○ ○ △*6 ○

5 ①従たる営業所の新設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*1 ○ △*6 ○ ○ 〇*13 ○ 〇

②従たる営業所の廃止 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*6 〇*13 〇

6 ①従たる営業所の業種追加 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*1 ○ 〇

②従たる営業所の業種廃止 ○ ○ ○ ○ △*2 △*2 △*2 △*2 〇

7 資本金の額　　*8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8 ①役員等の追加・交替 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*9 △*6 △*10 △*10 ○

②役員等の削除 ○ ○ ○ ○ △*9 △*6 ○

③役員等の氏名変更 ○ ○ ○ ○ 〇 △*9 △*6 △*5 ○

④役員等の役職変更 ○ ○ ○ ○ 〇 △*9 △*6 ○

9 建設業法上の代表者変更 ○ ○ △*14 ○ △*9 △*6 ○

10 個人事業主の氏名変更 ○ ○ △*15 △*15 ○ ○

11 支配人の変更 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*5 〇

12 建設業法施行令３条の使用人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*5 ○

13 常勤役員等（経営業務管理責任者等） ○ ○ ○ △*5 ○ ○

14 健康保険等の加入状況 ○ ○ ○ 〇*13 ○

15 ①専任技術者（一般） ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*5 ○ ○

②専任技術者（特定） ○ ○ ○ ○ ○ ○ △*1 △*5 ○ ○

16 ①事業年度終了報告（個人） ○ ○ ○ ○ ○ △*12 △*3 ○ ○ ○ ○ ○

②事業年度終了報告（法人） ○ ○ ○ ○ ○ △*12 △*3 ○ ○ ○ ○ △*4
△

株式会
社のみ

△*3 ○ ○ ○

17 一部の許可業種について
専任技術者を欠いたとき ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 許可業種の全部廃業
※提出は１部だけでよい

○ ○

19 許可業種の一部廃業 ○ 〇 ○ ○ ○ △*2 △*2 △*2 △*2 ○

注１） △*1：特定建設業許可業者において、１級の資格者等ではなく、指導監督的実務経験を有する者が専任技術者になる場合に必要。

注２） △*2：専任技術者を削除する場合で交替する者がいる場合は様式第８号・資格証明書・社会保険が、交替する者がいない場合は第22号の3が必要。

注３） △*3：変更があった場合のみ必要。 注９） △*9：株主、出資者に変更があった場合のみ必要。

注４） △*4：資本金の額が１億円超、又は負債の部の合計額が200億円以上の法人についてのみ必要。 注10） △*10：追加になる役員（取締役、理事等）分のみ必要。株主、出資者、相談役、顧問のみに該当する場合は不要。

注５） △*5：婚姻等により氏名変更された場合に必要。 注11） △*11：第７号を提出する場合は第７号別紙を、第７号の２を提出する場合は第７号の２別紙一及び別紙二を提出。

注６） △*6：登記事項となっている場合のみ必要。 注12） △*12：従業員数の変更があった場合のみ必要。

注７）*7については直近の厚生年金標準報酬決定通知書(年金事務所の受付印のあるものに限る)でも可。

　　　なお75歳以上の方等後期高齢者に該当する方は、平成20年4月1日から社会保険に替えて後期高齢者医療被保険者証、賃金台帳､源泉徴収票、常勤して 注14） △*14：２人代表の場合など、いずれの役員も役職名に変更がない場合は添付不要。

　　　いること等の申立書が必要です（手引きp73参照）。 注15） △*15：本人が経営業務管理責任者の場合は様式第７号別紙、支配人を置いている場合は様式第12号を提出。
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注13） △*13：従来は提示だったものが、令和２年１０月から提出に変更。

注８）  *8については、総株主の議決権の100分の5以上を有する株主又は出資の総額の100分の5以上を有する出資者のメンバーにも増減があった場合には、

　　　  役員等の変更届の提出も併せて必要です。
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△*11

８　変更届出事項及び提出書類等一覧表
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